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 活動報告 
 
Active Learning の理論と実践に関する一考察 
LA を活用した授業実践報告（２） 
 
三 浦 真 琴 
 
１．授業実践を省察することの意味 
 学校教育段階を問わず、教師が自らの実践について省察するのは自然なことである。それを毎回の
授業後に、あるいは折に触れて、自らの胸の内に刻み置く、あるいは備忘録として残しておく、その
方法や頻度は個人の思想あるいは嗜好に基づいて選択されるものであるが、いずれも不自然なことで
はない。しかしながら、それを論文や報告書という「形」にまとめ、公開・公表するとなると、その
是非はともかく、そこには純粋な意味での「省察」を越えた意図や目的が存在しているのではないか
との推量を禁じ得ず、それをいかにも自然なものであると感得することは難しい。 
 
図 1 紀要等に掲載された大学の授業に関する論文・報告書等発表数の推移 
 
 
 図１に大学の紀要などの雑誌に掲載された論文や報告のうち、大学の授業、殊にその改善に関する
ものの推移を示した１。情報源によって得られる数に違いはあるが、その推移には同様の傾向をみる
ことができる。すなわち、1990 年代中葉以降の 5 年間に発表された論文等の数は、それ以前のほぼ
四半世紀間の発表総数を大きく上回っている。さらに 2001 年以降の 5 年間は、その前の 5 年間に倍
加する勢いで発表数が増加している。この背景には FD 活動の努力義務化（1998～2007 年）、あるい
は教育業績の重視などの動きがあると考えられる２。 
 大学の授業改善に関する論文や報告を、学校教員養成に関するもの・医療従事者養成に関するもの・
それ以外の（教養教育あるいは専門教育などに関する）ものの三つに大きく分類すると、前一者に関
する論文等の発表件数は 1995 年以前には全体の過半を占めていた。以後の急増は主として後一者に
関わる論文・報告の増加によるものである。すなわち、学校教員養成関連科目においては FD 活動の
展開に先んじて授業実践の省察が一定の規模でなされていた。発表された論文や報告の中には、当該
授業科目の改善ではなく、主として初等中等教育の現場における授業の改善を意味するものもあるが、
そうであるとしても、そのことを講じる授業が自らの改善と無縁であるとは考え難い。 
－1－
  報告者は教職課程科目における学生の授業実践を改善する（学生の授業力を向上させる）ための取
り組みについて請われて発表したことがある３。そこで示したように、学生の授業力向上のために用
いるツールやメソッドは科目担当者の授業実践において既にその価値や効用が一定程度確認されたも
の、あるいはそれが十分に予測されるものであるが、さらに学生の活用状況や学習効果などを観察し
ながら、あるいは自らの実践に応用して長短の確認をしながら、常に改善の可能性を探っていくもの
でもある。このことを統べて学校教員養成に関する科目は、その他の科目に比べて頻繁に省察がおこ
なわれると断ずるのは早計に過ぎるが、将来の教師の授業力の育成と向上を謳う科目の担当者が自ら
の授業のあり方や改善の方向などを不問に付していると判断するのは合理的ではない。そこにはやは
り恒常的な省察があると考えるのが自然である。 
 その省察においては、教師からの働きかけによって学生が自己の実践力の現状と可能性をどれほど
意識するようになったか、実践力を身につけるために学生の主体的な学習がいかほど促進されたかが
重要な意味を持つ。医療従事者養成の分野では既に PBL が有効な授業形態として採用され、その裾
野は広がりつつあり、学生の主体的な学習を促進することが極めて重要な概念
コンセプト
となり、要素
ファクター
となっ
ているが、それは旧来の授業形態への真摯な省察があってこそ生まれたものである。医療従事者ほど
には職業において必要とされる専門的な知識や技能が明確にされていない学校教員養成の分野におい
ても、いや、それ以外のどの領域においても、授業を省察するに当たっては、知識の転移の程度や成
否ではなく、知識を学生自身の経験あるいは今後の経験の可能性と関連づけ、その有効性や価値を展
望あるいは予見できるようになることに価値を置き、そのような営為を可能にする学生の主体的な学
習の促進を原点に据えて座標軸を設定するべきであろう。 
 前章（前号）では、「大学教育・学生支援推進事業【テーマ A】大学教育推進プログラム採択事業『三
者協働型アクティブ・ラーニングの展開』」において育成と活用の途次にある LA（Learning Assistant）
と共に展開した報告者自身の授業実践についての省察を予告したが、その前に本章では報告者が LA
を活用する以前にどのような授業実践を重ねてきたか、そこでは学生の主体的な学習を促すためにど
のような仕掛けを施してきたか、そのことから省察を始めたい。蓋し、それは後に LA を授業におい
て活用すると考えるに至る準備状態に相当するものであるゆえ、それを振り返ることが今回のアイデ
アの胎動を確認することにつながるからであり、さらには実際に LA を活用していく中で学生の主体
的な学習に関する教師の考え方や工夫がどのように変容していったか、あるいは新たな可能性を発掘
もしくは創出するに至っているかを確認することにもなるからである。 
 以上をまとめるに、このたびの省察は、一つには学生の主体的な学習に関する自身の授業の改善の
必要と可能性を確認するものであり、一つには LA を活用して active learning の推進・展開を目指す
立場にあるがゆえの報告義務に基づいたものであり、一つには active learning にまつわる意識や工夫
の胚胎から変容に至る過程を概観することにより、LA を授業に導入することが直ちに active 
learning を保証するものであるという皮相的で安易な解釈を回避することを視野に入れたものでも
あり、さらに一つには active learning を展開するには多様なアプローチが考えられることを示唆する
ためのものである。即ち、純粋な省察を超えた意図・目的が存在するものとなっている。かかる省察
を不自然なものであると判断される諸賢もあろうかと思うがご海容を賜りたい。 
 
２．教職課程科目における授業実践の省察 
 大学における学校教員の養成教育が大きな問題を抱えていることは長らく指摘されてきたことであ
る４。該当する科目を担当するに当たっては、そこに指摘されてきたことを十分に勘案する必要があ
－2－
 るが、それを可能な限り授業のデザインや方法、運営などに反映させるだけでは必ずしも十分である
とはいえない側面もある。「実際の入職後の研修などの諸要因の方が、教員としての力量形成に関与し
ている」（市川、1988）との指摘は、現在もなお大学における教員養成の在り方の反省を促す。これ
に先立ち、1982 年 8 月に発表された「教師教育の改善に関する実践的諸方策についての研究」（第 4
次報告、日本教育学会 教師教育に関する研究委員会）において、それまでの大学における教師養成
教育が理論偏向的で実践との結合が脆弱であったことへの批判を受けて、養成教育と現職教育との統
合が打開策として提示された。その直後に「（そのような改善案は）理念にとどまっていて、実施的試
行には至っていない」（牧 1982）との批判が出され、この問題への取り組みが喫緊の課題であると
いう潮流が生まれたかに見えたが、しばらくの時を置いてなされた市川の指摘には、教師養成教育が
少なくとも現場の教師が求める形に向かって改善されてはいないとの再批判－現在にも通じる批判－
がなされたという意味がある。 
 報告者は大学教員に任じて以来、教職課程科目を担当してきたが、学生時代に教職課程科目を履修
していたので、上記の批判は情報としても経験としても得ていた。この批判と経験を以下に要すると、
教職にとって必要と考えられている「専門的識見 specialized knowledge」は「一般教養、法律、教
育原理、心理学的素養、ならびにこれを効果的に用いるための教授方法・技術、これに加うるに専門
教科についての知識」（Landsheer, G.D. 1987）と極めて広範なものになっているばかりか、教職の
ための専門教育で扱われる理論が加速度的に蓄積されているために、大学においては「実際の教職に
おいて適用できる可能性がほとんどない高度に抽象的・理論的学習」（Stones, E. 1987）が用意され
ていたり、反対に理論的蓄積が膨大になるにつれて、そのような「理論的背景の全体像」を捨象せざ
るを得なくなり、個々の教科の教授方法や技術（technical skills）ばかりが追求されてしまうことが
あったり、というように、理論と実践の乖離あるいは不調和が大学における教師養成教育には根強く
存在している、ということになる。教職課程科目を担当するに当たっては、これを踏まえた上で、理
論に傾斜することなく、実践をも重んずるように配慮しようと考えた。もっとも教師としての実践力
は現場において精錬され、蓄積され、あるいは伝達されていくものであるから、大学の教師養成教育
においては現職の教師同等の力量を目指すのではなく、予期的社会化のステージにふさわしいものを
勘案して設定し、プログラムに反映させる必要がある。さらには現場において生起する様々な問題に
対しては狭隘なる技術や知識に束縛されることなく柔軟に応ずることのできる力、少なくともその姿
勢を涵養することも目指さなければならない。いずれ再社会化のステージ（現場）において不断にリ
ファインされていくものであるが、そこで発芽し、やがて結実していくための種子をまいておく必要
がある。これが報告者の実践に関するグランドデザインであった。この理念ならびに実践を支えてき
たのは「専門的知識・技術を習得することが、教員としての力量向上に寄与しているかどうか疑問が
ある。（中略）教員のような仕事では、科学的知識にもまして、人間理解に関する総合的『知恵』が必
要ではなかろうか」（潮木 1988）との問いかけである。これを報告者は常に自らに問うことにした５。 
 当初は受講生が少なかったため６、担当した複数の科目のうち最低一科目は学生による模擬授業に
充て、受講生相互の授業観察やその後の討論に十分な時間を割いた。このプログラムにおいては半期
15 回の授業において学生は 50 分に及ぶ模擬授業を 3 回実施することができた。模擬授業後直ちにそ
の様子を記録した動画をその場で再生し、授業者の意図を確認しながら実践について長短の指摘を相
互に忌憚なくおこない、次の模擬授業への貴重な情報とした。受講生が増加してからは半期のうちに
実施できる模擬授業は一人当たり一回となり、その授業時間も一人当たり 30 分程度に短縮せざるを
得なくなった。模擬授業後に授業風景を記録した動画を再生しながらの討論も実施できなくなったた
－3－
 め、Web ページを作成して、そこに動画と模擬授業に対する受講生ならびに科目担当者のコメントを
－受講生によるコメントは授業時に配付したペーパーに記入されたものを科目担当者が打ち込むこと
によって－掲載することにした。さらに BBS を設け、コメントに対する授業者からのリプライや、
授業者以外の学生が他の受講生からのコメントに二次的なコメントを加えることも可能にした。この
ようなページの開設により、一つの模擬授業について、その場での観察あるいは再生動画の視聴以外
にも、他の受講生による観察や授業担当者のリフレクションを知ることができるようになり、受講者
全員での共有が可能になった。また既習者（大学院進学者ならびに現職教員）からもコメントが寄せ
られるようになり、教職を志す学生の間に縦と横のつながりが作られた。教育実習中にはページ上に
その様子が実習生から報告され、それに応じて他の学生からのコメントやエール、教育実習を経験し
た既習者で大学院に進学した学生からのアドバイスが寄せられるようにもなった。このほか、大学院
に進学した既習者には受講生の模擬授業に先立ち、モデル授業を実施してもらって学生のモチベーシ
ョンを高める工夫も施した。大学院学生の中には時間をやり繰りして学部学生が履修する教職課程科
目にほぼ毎回出席し、模擬授業に対するコメントや改善のためのサジェスチョンをその場でしてくれ
る者もいた。これを振り返るに、教職を志す学生によるコミュニティが作られていたと言ってよいだ
ろう７。 
 現任校においては、模擬授業の様子を記録した動画を人数分アップすることや、卒業生を含む既習
者からのアクセスを可能とするページの作成ができないため、毎回、授業風景を DVD に録画し、受
講生が記入したコメントペーパーと共に、授業後に手渡している。コメントペーパーは、後日、授業
担当者のリフレクションペーパーと共に科目担当教師に提出され、教師は受講生による授業観察の実
態をそこで初めて知ることになるが、観察の内容のそれぞれについてコメントする機会はつくられて
いない。教員からのコメントについては模擬授業後直ちに受講生全員が知ることができるように口頭
でも伝えるようにしているが、それ以外の情報は受講者全員で共有されることはない。このように現
時点では前任校で構築したコミュニティにはほど遠い状態にあり、受講生が将来の教師を目指した主
体的学習を支援・推進する環境が十分に整えられているとはいえないが、既習者からは肯定的な評価
をもらっているので、以前と同様のコミュニティを組織し、運営する可能性はあると考えている。 
 また、上記の他に大人数の講義を担当しているが、その規模と科目の性質（「教職概説」）からディ
スカッションやグループワークを実施するのはかなり困難であるので、現時点では座学形式の授業を
続けている。しかしながら、単なる知識の転移は意図的に回避し、自ら考えることを基軸に据えた授
業を展開している。この授業においては毎回小レポートを提出させているが、その中からすぐれたも
のを毎回二十枚ほど選び、そこに教員からのコメントを加え、『教職概説の広場』（以下、『広場』）と
して編集し、次の授業時に配付している。そのねらいは、同じ条件下で同じ人間の話を聞いても、人
によってそのとらえ方は多様であるということを確実に知ってもらうこと、多様なとらえ方の中には
優れたものが必ずあり、それを『広場』に掲載されたレポートやコメントによって知り、自身の参考
にしてもらうこと等々にある。受講生の中にはレポートが『広場』に掲載されることを願って、多面
的なもののとらえ方が自然にできるように、そしてそのことをもれなく他者に伝えられる表現ができ
るように、日々、研鑽に励む者も多数いる。大人数の座学形式の講義の中で、学生の主体的な学習を
促す工夫は、現時点ではその一つ限りである。 
 
 
 
－4－
 ３．教職課程科目におけるLA活用の可能性 
 受講生による模擬授業を実施している授業（「総合演習」）では、既習者との連絡を密に取ることが
望まれる。それは Willie Marshall が前章にて紹介した授業とは別に実践している形式に通じるもの
がある。Willie Marshall は臨床実習の授業で患者とのインタビューを学生に課すが、その授業に招か
れる患者は、その科目の OB あるいは OG が扮している。インタビュー後に改めて OB・OG として
学生の前に登場し、別室でインタビューの様子を観察していた教師と学生本人からの説明を受けて面
接調査に対するコメントを与えるが、そのコメントが正鵠を射たものになっているのは言うまでもな
い。学生は実に正確なコメントをする既習者（卒業生）の様子に感動と驚きを覚え、そして大いに刺
激され、モチベーションを高めていく（学生には患者が OB・OG の演技であることを知らされない）。 
 教師養成教育において OB・OG に期待されるのは現場の情報の提供のみならず、すぐれた教育実
践者としてのロールモデルである。OB・OG であっても大学の授業に現職の教師を招聘するのはなか
なかに困難であるから、大学院進学者あるいは卒業前の既習者にロールモデルの役割を遂行してもら
うのが現実的である。前者は LA よりはむしろ TA として授業に参入してもらうのがよいであろう。
後者を LA として活用したいところだが、4 年次学生は教員採用試験の準備等に多忙であり、その実
現は難しいかもしれない。既習者の中に大学院進学希望者があれば LA としての活用を考えてみたい。 
 また、クラスサイズ上の制約から受講生は半期の間に 25 分もしくは 40 分の模擬授業を一回しか実
施できない。先述のようにリフレクションも共有できない制約があるため、このクラスにおけるアク
ティブな学習を促すためには、例えばクラスを教員免許状を取得する科目に応じて複数のチームに分
け、科目ごとに共通の単元の授業案をさらに小規模に分けたグループで作り、それを模擬授業として
実践するのも一案であろう。その場合、授業案の設計から授業としてのプレゼンテーション、その後
のリフレクションに既習者が LA として関与するのはかなり効果的であると考えられる。こちらの可
能性も探ってみたい。 
 他方、大人数が履修する科目において、理論に傾斜することなく、知識の転移のみもよしとしない
スタンスの授業を展開し、クリティカルでクリエイティブな思考を培うためには、グループワークや
ディスカッションもしくはダイアローグのファシリテーターとして複数の LA が授業に参入するのが
効果的であると考えられる。しかしながら LA は原則として当該授業の既習者がつとめることになっ
ているので、大人数講義においては第一号を養成輩出するのが関門となる。つまり LA 不在の状態で
大人数を多数のグループ、チームに分け、それぞれのディスカッションやダイアローグの進捗状況を
教師一人が把握して促進しなければならず、そのような環境では次期の授業で発揮してもらうファシ
リテーションやコミュニケーションの力を養成することは不可能に近いと思われるからである。とは
いえ、報告者は別の大規模クラス（「大学教育論」）にて LA を活用し、限界と可能性を考察する機会
を得ている。この科目における実践の省察を経て、当該科目における LA 活用の可能性を考えていき
たい。 
 
 本章では教職課程科目における報告者自身の実践の省察ならびに LA 活用の可能性についての言及
にとどまった。本来ならば実際に LA を活用した授業実践から省察をはじめるべきところを、その順
番を前後させたのは、報告者の実践経験に沿って省察を展開していきたかったからである。もちろん、
本章で報告した内容は実際の LA 活用場面の省察に決して無縁なものではない。そのことを踏まえた
省察は次号以降でおこないたい。 
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 註 
1 「大学・授業・改善」をキーワードとして検索して得られた情報のうち、書評や文献紹介、海外
教育事情に関するもの、及び初等・中等教育の担当者による報告等は除外してある。 
2 教育業績を重視する動きは、必ずしも順調あるいは均質な広がりを見せているわけではない。国
立大学法人では、例えば教員公募に際し、従来の研究業績書に代わって教育研究業績書の提出を求め
る大学が増えているが、私立大学ではそのような動きは必ずしも顕著なものとなってはいない。しか
しながら、例えば2008年の中央教育審議会答申では大学教員の教育業績評価の仕組みの一つの例とし
てティーチング・ポートフォリオが取り上げられているし、大学基準協会の新評価基準（2011 年度
実施予定の第二期認証評価）においても、「大学教育の成否は、教員組織の適切さと同様、組織を構成
する教員個人の資質・能力・態度といった個人的要因によって左右される面が少なくない」とされて
いるように、今後は大学教員の教育力に対する期待が高まり、教育業績が今まで以上に重視されるよ
うになっていくと考えてよい。 
3 「教養教育ならびに教職課程科目における Web ページの活用と効果」全国大学情報教育方法研究
会発表会（於 アルカディア市ヶ谷）、平成15年 7月 ならびに「教職一体型の教材作成支援システ
ム」教育の情報化のための理事長学長等会議「IT を利用した学習支援システムへの取り組み」（於 日
本大学理工学部）、平成15年 8月 
4 本論は大学における教師の養成教育を批判することが目的ではないので、養成教育に向けられて
いる批判をつぶさに検討することはしない。しかし 1980 年代における批判等は国内外の別を問わず
に引き合いに出すことにする。それは報告者が自らの授業実践をデザインする上で小さからぬ影響を
与えるものとなっていると考えられるからである。 
5 この問いかけは現時点においては『包み込む養成』の構築を目指す必要性を強く訴えることを一
つの答えとしている。『包み込む養成』とは、教職を志す学生が履修する全ての科目が教師として必要
とされるあらゆる要素の育成に資するだけでなく、その担当教員間にネットワークが構築されていて、
学生がそのネットワークので見守られているという実感を体験すること、授業科目以外の様々なこと
も教師としての成長に役立つことがあるとの示唆が常に得られることを意味する。なお報告者は医療
従事者の養成に関して同様のことを指摘したことがある（三浦 2011）。 
6 報告者が赴任した最初の大学では、当時、教職課程は工学部にのみ開設されており、受講生は平
均して毎年 5 名程度であった。なお、模擬授業は「教育方法論」「総合演習」「教育実習演習」あるい
はこれに相当する科目が開設される以前から実施していた。後に全ての学部において教職課程が認定
されたために受講生が急増し、同一科目を 3 クラスに分けても 1 クラス当たりの学生数は 50 名弱を
数えるようになった。 
7 報告者が他大学に異動したため、このコミュニティは OB と OG によって部分的に保たれてはい
る。前任校では引き続いて教職課程科目の一部を非常勤講師として担当したが、専任教員として勤務
していた時のようにフルに運営することはできなかった。とはいえ、教職課程担当教員数が比較的少
なく、相互の意思疎通が可能であったため、コミュニティが立ち消えになることはなかった。 
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